
 

 

 

様式第十三（第４条関係） 

 

新事業活動に関する確認の求めに対する回答の内容の公表 

 

 

    

１． 確認の求めを行った年月日 

令和７年３月17日 

 

２． 回答を行った年月日 

令和７年４月17日 

 

３． 新事業活動に係る事業の概要 

照会者は、登録したリファラーに職業紹介事業者である照会者に対して求職者の候補者

の推薦を行わせ、推薦されることを承諾した求職者に対して行う職業紹介事業を新事業活動

として検討している。 

 

４． 確認の求めの内容 

「３．新事業活動に係る事業の概要」に記載のリファラーが職業紹介事業者である照会

者に対し求職者の候補者を推薦する行為が、職業安定法（昭和22年法律第141号）第４条の

「職業紹介」に該当しないかについて照会があった。 

 

５． 確認の求めに対する回答の内容 

職業安定法第４条において、「職業紹介」とは、求人及び求職の申込みを受け、求人者と

求職者との間における雇用関係の成立のあっせんをすることと規定されている。また、求人

情報・求職者情報の提供（募集情報等提供）と職業紹介の許可が必要な場合の区分について

は、職業紹介事業者、求人者、労働者の募集を行う者、募集受託者、募集情報等提供事業を

行う者、労働者供給事業者、労働者供給を受けようとする者等がその責務等に関して適切に

対処するための指針（平成11年労働省告示第141号）において、判断の基準を示している。 

確認の求めのあった「新事業活動に関する規制について規定する法律及び法律に基づく命

令の規定に関する照会書」の記載によると、照会者が新たに行おうとしている新事業におい

て、リファラーは、求人企業と直接接触することはなく、また、求職者の候補者と照会者と

の接触以降は照会者が行う職業紹介の過程に関与せず、雇用関係の成立のあっせんは行わな

いとのことである。 

このため、照会者が行おうとしている新事業におけるリファラーの行為は、照会書に記載

の事実関係が維持され、雇用関係の成立のあっせんをしない限りにおいて、職業安定法第４

条の「職業紹介」には該当しない。 

 

 

 


